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２【社会福祉学科  第１群　地域福祉実践科目】

福祉法学

担当教員 野﨑　和義

配当年次 ２年 開講時期 第２学期

単位区分 選択 授業形態 講義

 

単位数 2

準備事項  

備考  

【授業のねらい】
　以下の各点について理解する。
①相談援助活動と法、②相談援助活動と成年後見制度、③成年後見制度の実際、④社会的排除や虐待などの権利
侵害、認知症などで日常生活上の支援が必要な者に対する権利擁護活動の実際。

【授業の展開計画】
 

相談援助活動と法との関わり（１）：日本国憲法の基本原理、民法等の理解　

相談援助活動と法との関わり（２）：行政法の理解、福祉関連法の理解　

成年後見制度（１）：制度の概要（法定後見と任意後見、制限行為能力）　

成年後見制度（２）：法定後見の各類型と申立て手続き

成年後見制度（３）：任意後見とその利用手続き

成年後見制度（４）：成年後見人の職務と権限、その課題（医療同意権等）

成年後見制度利用支援事業：事業の概要、対象者、制度の根拠

日常生活自立支援事業（１）：事業の概要（専門員、生活支援員の役割）

日常生活自立支援事業（２）：成年後見制度との連携

権利擁護に関わる組織と団体：家庭裁判所、市町村、社会福祉協議会等の役割

権利擁護に関わる専門職：弁護士、司法書士、社会福祉士等の活動の実際

成年後見活動の実際：消費者被害を受けた者への対応、障害児・者への支援等

権利擁護活動の実際（１）：被虐待児・者への対応、高齢者虐待への対応等

権利擁護活動の実際（２）：非行少年への対応、ホームレスへの対応等

障害者と法：障害者虐待防止法、障害者差別解消法

【履修上の注意事項】
・準備学習：各回のテーマに即して教科書を読んでおくこと。
・事後学習：講義で示された課題をもとに教科書および関連事項を整理すること。
・講義の進行は、理解度に応じて変更することがある。その際には、あらかじめ通知する。

【評価方法】
　定期試験（100％）の成績によって評価する。

【テキスト】
　野﨑和義著『福祉法学』2013年、ミネルヴァ書房。
　野﨑和義監修『社会福祉六法』2018年、ミネルヴァ書房（過年度版でも可）。
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